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１－（１）．業績

（単位：百万円）

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 増 減 額 ％

完 成 工 事 高 24,124 100.0% 23,123 100.0% △ 1,001 △4.2% 

完 成 工 事 原 価 20,572 85.3% 19,584 84.7% △ 988 △4.8% 

完 成 工 事 総 利 益 3,551 14.7% 3,539 15.3% △ 12 △0.4% 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,971 8.2% 1,920 8.3% △ 51 △2.6% 

営 業 利 益 1,580 6.6% 1,618 7.0% 38 2.4% 

経 常 利 益 1,604 6.7% 1,653 7.2% 48 3.0% 

当 期 純 利 益 1,101 4.6% 1,138 4.9% 36 3.4% 

前年度比2019年度2018年度
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１－（２）．貸借対照表
（単位：百万円）

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

Ⅰ 流動資産
１ 現金預金 1,401 1,285 △ 115 
２ 受取手形・完成工事未収入金等 11,866 10,298 △ 1,568 
３ 未成工事支出金 297 361 63 
４ その他 593 487 △ 105 

貸倒引当金 △ 129 △ 110 19 
流動資産合計 14,030 75.2% 12,322 73.9% △ 1,707 

Ⅱ 固定資産
１ 有形固定資産

(1) 建物及び構築物 1,697 1,612 △ 84 
(2) 土地 1,647 1,620 △ 26 
(3) その他 89 76 △ 12 
有形固定資産合計 3,434 3,310 △ 123 

２ 無形固定資産 294 149 △ 145 
３ 投資その他の資産

(1) 投資有価証券 198 161 △ 37 
(2) 繰延税金資産 550 574 23 
(3) その他 172 181 8 

貸倒引当金 △ 27 △ 27 0 
投資その他の資産合計 894 889 △ 4 

固定資産合計 4,623 24.8% 4,349 26.1% △ 274 
資産合計 18,653 100.0% 16,672 100.0% △ 1,981 

（資産の部）

2018年度 2019年度
増減額

区分
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１－（２）．貸借対照表
（単位：百万円）

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

Ⅰ 流動負債
１ 支払手形・工事未払金等 7,157 4,185 △ 2,972 
２ リース債務 79 81 2 
３ 未払法人税等 276 340 63 
４ 未成工事受入金 475 727 252 
５ 完成工事補償引当金 29 37 8 
６ 賞与引当金 531 546 15 
７ 工事損失引当金 92 83 △ 8 
８ その他 677 353 △ 323 
流動負債合計 9,318 50.0% 6,356 38.1% △ 2,962 

Ⅱ 固定負債
１ リース債務 144 127 △ 17 
２ 退職給付引当金 997 1,056 59 
３ その他 16 16 0 
固定負債合計 1,158 6.2% 1,200 7.2% 42 

負債合計 10,477 56.2% 7,557 45.3% △ 2,920 

（負債の部）

2018年度 2019年度
増減額

区分
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１－（２）．貸借対照表
（単位：百万円）

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

Ⅰ 株主資本
１ 資本金 1,581 1,581 0 
２ 資本剰余金 395 395 0 
３ 利益剰余金 6,170 7,129 958 
４ 自己株式 △ 7 △ 7 0 
株主資本合計 8,139 43.6% 9,097 54.6% 958 

Ⅱ 評価・換算差額等
その他有価証券評価差額金 36 16 △ 19 

評価・換算差額等合計 36 0.2% 16 0.1% △ 19 
純資産合計 8,175 43.8% 9,114 54.7% 938 
負債純資産合計 18,653 100.0% 16,672 100.0% △ 1,981 

（純資産の部）

2018年度 2019年度
増減額

区分
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１－（３）．損益計算書

（単位：百万円）

構 成 比 構 成 比
Ⅰ 完成工事高 24,124 100.0% 23,123 100.0% △ 1,001 
Ⅱ 完成工事原価 20,572 19,584 △ 988 

完成工事総利益 3,551 14.7% 3,539 15.3% △ 12 
Ⅲ 販売費及び一般管理費 1,971 1,920 △ 51 

営業利益 1,580 6.6% 1,618 7.0% 38 
Ⅳ 営業外収益

１ 受取利息配当金 5 5 
２ 不動産賃貸料 44 43 
３ その他 8 58 38 87 28 

Ⅴ 営業外費用
１ 支払利息 2 0 
２ 不動産賃貸費用 24 20 
３ その他 8 34 31 52 18 
経常利益 1,604 6.7% 1,653 7.2% 48 
税引前当期純利益 1,604 1,653 48 
法人税、住民税及び事業税 473 530 56 
法人税等調整額 29 △ 14 △ 44 
法人税等合計 503 515 11 
当期純利益 1,101 4.6% 1,138 4.9% 36 

2018年度 2019年度
増減額

区分 金額 金額
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２－（１）．個別業績

①経営成績

2019年度 23,123 △4.2% 1,618 2.4% 1,653 3.0% 1,138 3.4% 

2018年度 24,124 △0.6% 1,580 13.1% 1,604 14.5% 1,101 △4.6% 

2019年度 （円 銭） 95.12 13.2% 9.4% 7.0% 

2018年度 （円 銭） 92.04 14.3% 9.0% 6.6% 

②財政状態

2019年度 16,672 9,114 54.7% （円 銭） 761.82 

2018年度 18,653 8,175 43.8% （円 銭） 683.34 

③キャッシュ・フローの状況

2019年度

2018年度 823 △ 393 △ 546 1,401 

売上高営業利益率

△ 46 198 △ 268 1,285 

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び
現金同等物期末残高

（単位：百万円）
（％表示は対前期増減率）

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

１株当たり当期純利益 自己資本当期純利益率 総資産経常利益率
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２－（２）．新規受注高内訳
（単位：百万円）

工事種別内訳 地域別内訳

金 額 構成比 金 額 構成比 増減額 ％ 金 額 構成比 金 額 構成比 増減額 ％

一般ビル 18,676 73.3% 16,723 73.1% △ 1,952 △10.5% 東部 10,410 40.9% 7,752 33.9% △ 2,657 △25.5% 

産業施設 5,112 20.1% 4,323 18.9% △ 788 △15.4% 中部 10,144 39.8% 9,946 43.5% △ 198 △2.0% 

電気工事 1,692 6.6% 1,829 8.0% 137 8.1% 西部 4,926 19.3% 5,177 22.6% 250 5.1% 

25,481 100.0% 22,877 100.0% △ 2,604 △10.2% 25,481 100.0% 22,877 100.0% △ 2,604 △10.2% 

官公庁・民間内訳 ※ 東部 ： 関東以北、新潟県

※ 中部 ： 東海４県、北陸３県、長野県、トヨタ自動車グループ

金 額 構成比 金 額 構成比 増減額 ％ ※ 西部 ： 関西（滋賀県）以西

官公庁 6,574 25.8% 2,832 12.4% △ 3,742 △56.9% 

民間 18,907 74.2% 20,045 87.6% 1,137 6.0% 建物用途別内訳

25,481 100.0% 22,877 100.0% △ 2,604 △10.2% 

金 額 構成比 金 額 構成比 増減額 ％

元請工事・下請工事別内訳 行政・民政施設 4,706 18.5% 606 2.6% △ 4,099 △87.1% 

3,637 14.3% 7,852 34.3% 4,214 115.9% 

金 額 構成比 金 額 構成比 増減額 ％

元請 13,526 53.1% 9,185 40.2% △ 4,341 △32.1% 4,479 17.6% 2,838 12.4% △ 1,641 △36.6% 

下請 11,955 46.9% 13,691 59.8% 1,736 14.5% 

25,481 100.0% 22,877 100.0% △ 2,604 △10.2% 学校・文化施設 4,441 17.4% 1,576 6.9% △ 2,864 △64.5% 

生産・研究施設 6,704 26.3% 6,718 29.4% 13 0.2% 

新築工事・改築工事別内訳 宿泊施設 1,155 4.5% 2,881 12.6% 1,725 149.3% 

356 1.4% 403 1.8% 47 13.3% 

金 額 構成比 金 額 構成比 増減額 ％

新築工事 12,192 47.8% 12,970 56.7% 778 6.4% 25,481 100.0% 22,877 100.0% △ 2,604 △10.2% 

改修工事 13,289 52.2% 9,906 43.3% △ 3,382 △25.5% 

25,481 100.0% 22,877 100.0% △ 2,604 △10.2% 

前年度比

2018年度 2019年度 前年度比

2018年度 2019年度 前年度比

2018年度 2019年度 前年度比

2018年度 2019年度 前年度比

2018年度 2019年度 前年度比

事務所・庁舎・
店舗・商業施設

病院・厚生・
福祉施設

交通・レジャー・
スポーツ施設

2018年度 2019年度



2020年3月期決算参考資料9

２－（２）．完成工事高
（単位：百万円）

工事種別内訳 地域別内訳

金 額 構成比 金 額 構成比 増減額 ％ 金 額 構成比 金 額 構成比 増減額 ％

一般ビル 16,971 70.3% 16,261 70.3% △ 709 △4.2% 東部 9,805 40.6% 8,398 36.3% △ 1,406 △14.3% 

産業施設 5,008 20.8% 5,031 21.8% 23 0.5% 中部 8,946 37.1% 9,911 42.9% 965 10.8% 

電気工事 2,144 8.9% 1,829 7.9% △ 315 △14.7% 西部 5,372 22.3% 4,812 20.8% △ 559 △10.4% 

24,124 100.0% 23,123 100.0% △ 1,001 △4.2% 24,124 100.0% 23,123 100.0% △ 1,001 △4.2% 

官公庁・民間内訳 ※ 東部 ： 関東以北、新潟県

※ 中部 ： 東海４県、北陸３県、長野県、トヨタ自動車グループ

金 額 構成比 金 額 構成比 増減額 ％ ※ 西部 ： 関西（滋賀県）以西

官公庁 5,053 20.9% 3,940 17.0% △ 1,112 △22.0% 

民間 19,071 79.1% 19,183 83.0% 111 0.6% 建物用途別内訳

24,124 100.0% 23,123 100.0% △ 1,001 △4.2% 

金 額 構成比 金 額 構成比 増減額 ％

元請工事・下請工事別内訳 行政・民政施設 1,805 7.5% 1,911 8.3% 105 5.8% 

4,921 20.4% 3,762 16.3% △ 1,158 △23.5% 

金 額 構成比 金 額 構成比 増減額 ％

元請 11,960 49.6% 11,420 49.4% △ 539 △4.5% 4,422 18.3% 5,287 22.9% 864 19.5% 

下請 12,164 50.4% 11,702 50.6% △ 461 △3.8% 

24,124 100.0% 23,123 100.0% △ 1,001 △4.2% 学校・文化施設 2,444 10.1% 3,684 15.9% 1,240 50.7% 

生産・研究施設 6,991 29.0% 6,900 29.8% △ 90 △1.3% 

新築工事・改築工事別内訳 宿泊施設 1,633 6.8% 1,114 4.8% △ 519 △31.8% 

1,905 7.9% 462 2.0% △ 1,443 △75.7% 

金 額 構成比 金 額 構成比 増減額 ％

新築工事 12,112 50.2% 9,908 42.9% △ 2,203 △18.2% 24,124 100.0% 23,123 100.0% △ 1,001 △4.2% 

改修工事 12,011 49.8% 13,214 57.1% 1,202 10.0% 

24,124 100.0% 23,123 100.0% △ 1,001 △4.2% 

前年度比

2018年度 2019年度 前年度比 2018年度 2019年度 前年度比

2018年度 2019年度 前年度比

2018年度 2019年度

2018年度 2019年度 前年度比

事務所・庁舎・
店舗・商業施設

病院・厚生・
福祉施設

2018年度 2019年度 前年度比

交通・レジャー・
スポーツ施設
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２－（２）．繰越工事高
（単位：百万円）

工事種別内訳 地域別内訳

金 額 構成比 金 額 構成比 増減額 ％ 金 額 構成比 金 額 構成比 増減額 ％

一般ビル 16,152 87.9% 16,614 91.6% 461 2.9% 東部 9,177 49.9% 8,532 47.0% △ 645 △7.0% 

産業施設 2,038 11.1% 1,330 7.3% △ 707 △34.7% 中部 6,041 32.9% 6,076 33.5% 34 0.6% 

電気工事 190 1.0% 190 1.0% 0 △0.1% 西部 3,161 17.2% 3,526 19.4% 365 11.5% 

18,381 100.0% 18,135 100.0% △ 245 △1.3% 18,381 100.0% 18,135 100.0% △ 245 △1.3% 

官公庁・民間内訳 ※ 東部 ： 関東以北、新潟県

※ 中部 ： 東海４県、北陸３県、長野県、トヨタ自動車グループ

金 額 構成比 金 額 構成比 増減額 ％ ※ 西部 ： 関西（滋賀県）以西

官公庁 6,884 37.5% 5,776 31.9% △ 1,108 △16.1% 

民間 11,496 62.5% 12,359 68.1% 862 7.5% 建物用途別内訳

18,381 100.0% 18,135 100.0% △ 245 △1.3% 

金 額 構成比 金 額 構成比 増減額 ％

元請工事・下請工事別内訳 行政・民政施設 4,618 25.1% 3,313 18.3% △ 1,304 △28.3% 

2,154 11.7% 6,244 34.4% 4,089 189.8% 

金 額 構成比 金 額 構成比 増減額 ％

元請 9,985 54.3% 7,750 42.7% △ 2,234 △22.4% 3,816 20.8% 1,367 7.5% △ 2,448 △64.2% 

下請 8,395 45.7% 10,384 57.3% 1,989 23.7% 

18,381 100.0% 18,135 100.0% △ 245 △1.3% 学校・文化施設 3,580 19.5% 1,472 8.1% △ 2,108 △58.9% 

生産・研究施設 2,188 11.9% 2,007 11.1% △ 181 △8.3% 

新築工事・改築工事別内訳 宿泊施設 1,709 9.3% 3,475 19.2% 1,766 103.4% 

313 1.7% 254 1.4% △ 59 △18.8% 

金 額 構成比 金 額 構成比 増減額 ％

新築工事 10,810 58.8% 13,872 80.5% 3,061 28.3% 18,381 100.0% 18,135 100.0% △ 245 △1.3% 

改修工事 7,570 41.2% 4,262 23.5% △ 3,307 △43.7% 

18,381 100.0% 18,135 100.0% △ 245 △1.3% 

前年度比

2018年度 2019年度 前年度比 2018年度 2019年度 前年度比

2018年度 2019年度 前年度比

2018年度 2019年度

2018年度 2019年度 前年度比

事務所・庁舎・
店舗・商業施設

病院・厚生・
福祉施設

2018年度 2019年度 前年度比

交通・レジャー・
スポーツ施設
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２－（３）．2019年度の主な受注物件

工事件名 都道府県

（仮称）両国リバーセンター新築工事 東京都

二番町高齢者施設新築工事 東京都

プロロジスパークつくば２プロジェクト 茨城県

（仮称）ＤＰＬ流山２新築工事 千葉県

豊田市役所南庁舎空調設備改修工事 愛知県

岐阜県庁舎行政棟衛生設備工事 岐阜県

（仮称）ＣＰＤ枚方新築工事 大阪府

（仮称）京都梅小路ホテル計画 京都府

（仮称）オープンイノベーション拠点ビル新築工事 兵庫県

安田学園白島キャンパス中学・高校校舎 広島県

（注）上記の工事件名は、資料用に名称を変更しており、工事契約上の名称と異なる場合があります。
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２－（３）．2019年度の主な完成物件

工事件名 都道府県

渋谷区公会堂「LINE CUBE SHIBUYA」 東京都

特別養護老人ホーム仙川くぬぎ園 東京都

Landport東習志野 千葉県

名古屋市立東部医療センター 愛知県

大野町小中学校空調設備整備事業 岐阜県

各務原市福祉の里 岐阜県

京都民医連中央病院 京都府

木津川市第一学校給食センター 京都府

安田学園白島キャンパス中学・高校校舎 広島県

丸亀市猪熊弦一郎現代美術館・中央図書館 香川県

（注）上記の工事件名は、資料用に名称を変更しており、工事契約上の名称と異なる場合があります。
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２－（４）．業績推移（５年間）

（単位：百万円）

金 額 構成比 増減率 金 額 構成比 増減率 金 額 構成比 増減率 金 額 構成比 増減率 金 額 構成比 増減率

新 規 受 注 高 24,290 － 6.8% 25,480 － 4.9% 22,072 － △13.4% 25,481 － 15.4% 22,877 － △10.2% 

完 成 工 事 高 20,732 100.0% △0.5% 23,115 100.0% 11.5% 24,271 100.0% 5.0% 24,124 100.0% △0.6% 23,123 100.0% △4.2% 

完 成 工 事 原 価 18,284 88.2% △1.4% 19,786 85.6% 8.2% 20,995 86.5% 6.1% 20,572 85.3% △2.0% 19,584 84.7% △4.8% 

完 成 工 事 総 利 益 2,447 11.8% 6.8% 3,328 14.4% 36.0% 3,276 13.5% △1.6% 3,551 14.7% 8.4% 3,539 15.3% △0.4% 

販売費及び一般管理費 1,459 7.0% △2.0% 1,762 7.6% 20.8% 1,879 7.7% 6.6% 1,971 8.2% 4.9% 1,920 8.3% △2.6% 

営 業 利 益 987 4.8% 23.2% 1,566 6.8% 58.6% 1,397 5.8% △10.8% 1,580 6.6% 13.1% 1,618 7.0% 2.4% 

営 業 外 収 益 56 0.3% 35.3% 54 0.2% △2.7% 52 0.2% △4.3% 58 0.2% 11.9% 87 0.4% 49.3% 

営 業 外 費 用 37 0.2% △15.9% 52 0.2% 41.7% 48 0.2% △7.8% 34 0.1% △29.2% 52 0.2% 53.9% 

経 常 利 益 1,007 4.9% 25.9% 1,568 6.8% 55.8% 1,401 5.8% △10.7% 1,604 6.7% 14.5% 1,653 7.2% 3.0% 

当 期 純 利 益 594 2.9% 19.1% 1,092 4.7% 83.7% 1,154 4.8% 5.7% 1,101 4.6% △4.6% 1,138 4.9% 3.4% 

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度
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従業員の推移 単位：人

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

従 業 員 数 297 309 331 364 372

増 減 数 +16 +12 +22 +33 +8

内 技 術 職 員 224 237 254 277 283
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３．その他補足情報

有資格者数の推移 単位：人

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

一 級 管 工 事 施 工 管 理 技 士 157 156 167 182 187

一 級 電 気 工 事 施 工 管 理 技 士 11 13 12 14 15

第 一 種 電 気 工 事 士 17 16 15 15 15

消 防 設 備 士 128 134 145 153 148

一 級 土 木 施 工 管 理 技 士 3 4 4 4 3

一 級 建 築 士 5 5 6 6 6

一 級 建 設 業 経 理 士 3 3 4 4 3
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＜2021年3月期業績予想について＞

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、今後の建設投資の動向および工事
進捗の見通しが不透明であります。従いまして、現時点で当社業績の合理的な予想
が困難であるため、未定とさせていただきます。

今後、見通しの開示が可能となりました段階で速やかに公表いたします。
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